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Abstract 

Recently, climate and social change have impacted on the river basin environment, it is important to 

conserve a sustainable river basin environment. However, in previous studies, the evaluation of the 

integrity of river basin has not been examined adequately. Therefore, we made an attempt to propose 

the method which is necessary to estimate the biogeochemical cycle between the terrestrial and coastal 

area in long-term for the Shiretoko Peninsula has a unique biogeochemical cycle system as a target 

field. We compiled the challenges and the perspective based on “climate and social change from 

previous to the current” and “the estimation method of the biogeochemical cycle between the terrestrial 

and coastal area” in this paper. 

 

 

Keywords: climate change; social change; river basin, biogeochemical cycle between terrestrial and coastal area; 

Shiretoko peninsula 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*九州大学 大学院工学研究院環境社会部門 〒819-0395 福岡市西区元岡 744 

**国立研究開発法人海洋研究開発機構 地球環境部門 地球表層システム研究センター 〒236-0001 神奈川県横浜市金沢区昭

和町 3173-25 

***九州大学 大学院比較社会文化研究院 〒819-0395 福岡市西区元岡 744 

 

18



1. はじめに 

 

近年，気候システムの変化（極端気象や異常気象の頻発や地球温暖化など）だけではなく，社会システム

の変化（経済活動や人口動態にともなう土地利用土地被覆変化など）が，人類が生活する流域圏に対して大

きな影響を及ぼしている 1)．これらのメカニズムの解明と，その知見に基づいた各問題に対する緩和策と適

応策の構築は社会的にみて重要な課題となる．気候変動に着目すると，日本国内では 2018 年 12 月 1 日に

気候変動適応法 2)が施行され，自治体や流域圏スケールでの気候変動を踏まえた環境保全の検討が急務とな

っている．既往の多くの研究では，特に近年の気候変動や人間活動に伴う影響は将来に向けて長期的に生じ

る可能性が指摘されている一方，現在（数年から数 10 年前の過去を含む）の現象を踏まえた環境保全に関

する議論に留まる 3),4)．人間活動が将来へ与える影響を評価した研究も限定的に存在するが，その多くは水

循環や全球スケールを対象とした検討である 5),6)．しかし，例えば流域圏（一辺数kmから100 kmスケール）

における自然環境（以下，流域圏環境）は，数 10，数100年といった長期的な諸要因（気候や人間活動の変

化など）の影響の蓄積により形成されるため，現在の流域圏環境が必ずしも健全（最適）であるとは限らな

い．つまり，対象流域にとって健全な環境の理解・予測を達成するためには，過去−現在−将来に亘る検討が

必要不可欠となる．そのため，観測データが乏しい過去も含め，将来に亘る流域圏環境の変化を評価・予測

することが，重要な課題となる．しかし，既往の多くの研究では，現地観測が実施された現在における流域

圏からの流出のみに着目した研究であり 7),8)，とりわけ陸域と海域間における循環，さらにはその変遷や各

時代における健全性の評価などの検討は行われていないという問題点がある． 

流域圏の健全性評価において重要な点として，物質循環があげられる．物質循環は気候システムの変化や

社会システムの変化の影響を受け，長時間かけて変化する 9)．その変化は，河川水質も含む流域環境，生態

系システムにも影響を与え，気候システム，社会システムへさらに影響を与える，といった負の循環（場合

によっては正の循環の場合もある）が存在する．そのため，流域圏における物質循環を考えることは，健全

な流域圏環境の評価を行う上で，非常に重要となる．例えば窒素に着目すると，窒素は生態系の必須栄養素

の一つである一方，水質汚濁の原因物質，かつ温室効果ガスの一つである一酸化二窒素の源でもある．この

ため，窒素循環機構の長期的な変化傾向の理解・予測の深化は，流域圏の健全性評価だけではなく，気候変

動影響評価ならびに緩和策研究の発展に貢献すると考えられる．そのため，持続可能な流域圏環境（特に水

環境）の実現には，自然生態系・人類にとって重要な水・物質（例えば窒素など）動態を考慮し，陸域（山

地森林）−河川といった流域圏（一辺数 kmから数10 km スケールでの流域）の諸現象の解明が必須である
9),10)．ただし流域圏の土地利用土地被覆は長期的に変化し，その結果，流域から沿岸域へ流出する水・物質

動態に影響を与えるため，今後の流域圏環境保全を行うには，気候システムだけではなく社会システムの変

化も把握することが非常に重要となる．しかし，流域圏における循環機構の長期的変化について解明・予測

に取り組んだ研究は著者らが知る範囲では，ほとんど存在しない． 

そこで本稿では，我が国において豊かな自然環境，また特徴的な陸域−海域の物質循環を有する北海道知

床を中心として，健全な流域圏環境の保全に向けて，長期的な陸域と海域の物質循環を推定するために必要

な手法論の提案を試みる．具体的には，第 2 章で北海道知床の概要，第 3 章で過去から現在に亘り生じてい

る気候および社会システムの変化について，第 4 章で陸域−海域の物質循環の推定手法について，第 5 章で

今後の課題や将来展望をまとめる．なお，本稿で対象とする流域スケールは一辺数 km から数 10 km 程度で

ある． 

 

2. 北海道知床に関する概要 

 

シマフクロウやシレトコスミレといった多くの希少種が存在するなど生物多様性が高く，多種多様な陸

上生態系と沿岸海域における海洋生態系との間の栄養塩循環が生態系を保持しているという特異性を持つ

知床半島は， 2005 年 7 月 17 日に日本では 3 件目となる世界自然遺産に登録された

（https://www.env.go.jp/nature/isan/worldheritage/index.html）．同半島の海岸線から約 3 km 沖までの範囲が登録

地域となっている（Fig. 1）．知床は流氷が漂着する海岸として北半球では最南端に位置しており，この流氷

とともに輸送される豊富な栄養塩が知床半島における生態系に大きく寄与しているという点も，世界自然
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遺産登録の大きな要因となっている 11)． 

しかし，近年では IPCC AR612)で指摘されているように，気候変動の影響に伴い気温上昇や降水パターン

の変化が顕在化しており，その影響は知床半島でも生じている．知床半島が面するオホーツク海では，流氷

輸送量の減少や接岸期間の短縮が指摘されており 13),14)，それに伴い海域から陸域への栄養塩還元量の低下

が懸念されている 15),16)．現在では上述のように陸域生態系と海域生態系の相互関係に基づく特徴的な物質

循環が保持されているが，このような影響は短期的ではなく長期的に生じる．将来における知床半島におけ

る栄養塩循環の変化は，特異的な生態系システムの崩壊を促進させ，その結果最悪なケースとして世界自然

遺産登録から抹消される可能性も懸念される．そのため，過去から現在に亘って保全されている知床半島に

おける陸域と海域間における物質（栄養塩）循環を理解することは，将来に向けてこの環境を保全していく

上で，非常に重要な課題となる． 

 

Fig. 1 a) Shiretoko peninsula and world natural heritage area, b) The photo of Rausu river on April 28, 2009, 

was taken by Y. Maruya who is the corresponding author in this paper. 

 

3. 気候および社会システムの変化について 

 

3.1 気候変化について 

流域圏における物質輸送は主に降雨に伴う流出によって生じる．つまり，長期的な降水活動の変化を理解

することは，陸域と海域間の物質循環を評価する上でも非常に重要となる．一例として、北海道全域を対象

に，気象庁の web17)から取得可能な降水量および気温の観測開始年から 2020 年までの観測値を用い，北海

道全域を対象とした平均的な変化と知床半島に位置する羅臼観測所（以下，羅臼とする）を対象とした局地

的な変化との対応関係を調査した．丸谷ら 18)と同様に降水量に関しては気候変動の傾向を表す指標 Climate 

Change Indices19),20)の内，年総降水量（Total Precipitation: PRCPTOT）および単純日降水量強度指標（SDII: 

Simple Daily precipitation Intensity Index），気温に関しては月平均気温に関する解析を実施し，長期的な変化

を分析した．計算式は参考文献を参照いただきたい 19),20)． 

北海道全域における解析結果を Fig. 2 に示す．カラーバーは各指標の計算結果から推定された傾き（年増

加比）の値を示している．長期的な変化トレンドの評価は，丸谷ら 17)と同様に Mann-Kendall 検定（有意水

準（P 値）5 %）を適用した．また丸谷ら 18)でも注意点として述べられているが，Amrhein et al.21)は，ある

P 値以上の場合に「有意な差がないため，結果が偽である（本研究の場合，気候変化が生じていない）」と，

統計的評価のみで解析結果を断定するべきではないと指摘している．そこで本研究では，丸谷ら 18)と同様
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に有意水準 5 %で棄却された，つまり気候変化が顕著であると考えられる点（○）とそうではない点（△）

の区別に Mann-Kendall 検定を用いた． 

まず北海道全域における降水量に着目すると，一部の地域では降水量が減少傾向を示す地域も存在する

が，多くの地点で降水量が増加する可能性を示している（Fig. 2a, b）．また特徴的な点として，PRCPTOT で

は大多数の地点で気候変化が顕著ではない（Fig. 2a）一方，降水発生日当たりの日平均降水量を示す SDII

では大多数の地点で気候変化が顕著に生じている結果を示している（Fig. 2b）．また羅臼では，北海道全域

と比較すると PRCPTOT では年増加比は小さいものの，SDII は平均的な年増加比と同程度であることが分

かる．以上の結果より，降水量の変化は年降水量ではなく，一回当たりの降水量に起因していることが確認

された．陸域から流出する物質量（L）は流量（Q）の関数であり，一般的に指数関数（L=Q，，は係

数である）で表現される．つまり，SDII の増加は，出水時の流量の増加にも繋がるため，近年懸念されてい

る気候変動に伴い，陸域からの物質流出量が増加する可能性が考えられる． 

一方，気温に着目すると，北海道全域で月平均気温は顕著に変化していると示した地点は 1 地点のみであ

り，その他の地点では気温は上昇しているものの顕著な変化は現れていないことが確認された（Fig.2c）．ま

た，羅臼も含み北海道全域でほとんどの地点で気温上昇率は同様であり，約 0.048˚C/年の速度で上昇してい

ることが分かる．評価期間の違いに関して注意は必要であるが，気象庁 22)によると日本の平均気温は

0.013˚C/年の速度で上昇していると言われており，北海道の気温上昇速度は非常に高いことが分かる．この

気温上昇は流域圏における生態系に大きな影響を与えるため，流域圏環境保全を行うにはこれらの気温変

化も踏まえた検討が重要となることが示唆される． 

 

Fig. 2 The result of a) PRCPTOT, b) SDII, and c) monthly mean temperature in the meteorological stations in 

Hokkaido from observation starting year to 2020. The circles, triangles, and color bar indicate the stations where 

were found a significant trend and not a significant trend and the slope values of the approximate line, 
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respectively. In the slope value, the negative and positive indicate a decreasing and an increasing trend, 

respectively. 

 

3.2 社会変化について 

(1) 土地利用変化について 

流域圏における土地利用の改変に伴い，元々存在していた水文学的性質や栄養塩類量を変化させたとい

う研究も存在する 23),24)．さらに，水文学的性質の変化に伴い陸域から海域への物質流出量も変化し，例え

ば物質流出量が増加し，沿岸域において赤潮が引き起こされる場合も存在する 25)．さらに，陸域の土地利

用の変化が海域生態系へ与える影響は，流域面積が大きくなるほど大きくなるという報告も存在する 26)．

そのため，海域の生態系に正あるいは負の影響を与え，陸域−海域の物質循環を変化させる可能性が考えら

れる．一例として，国土交通省国土数値情報で最も古く入手可能な 1976 年から近年に近い 2016 年の土地

利用細分メッシュデータ（空間解像度：100 m）を用いて知床半島周辺の土地利用変化を調査した．なお，

本稿では簡便に解析を行うため，国土交通省国土数値情報から入手したデータをそのまま利用しており，知

床半島の陸域のみを抽出するといったデータ処理を行っていない．そのため，本解析結果の海水域の面積割

合が大きく得られていることに注意されたい．2016 年の土地利用分布を確認すると，知床半島周辺におけ

る土地利用の大部分は森林（約 5 割）であり，海水域と合わせると全体の 9 割程度を占めていることが分か

る（Fig. 3a）．上述の通り知床半島は世界自然遺産に登録されているため，登録範囲は人間活動による影響

がないため，全体として森林が多くの面積割合を占める．世界自然遺産登録されている範囲が多く存在する

ため，知床半島では土地利用分布の変化が小さい可能性があるものの，1976 年から 2016 年の土地利用の変

遷を確認した．知床半島の大部分は世界自然遺産登録されていることから，本研究で解析した範囲内におい

て，長期的な土地利用変化は小さく，昔からの流域環境が保全されている地域が多く存在することが確認さ

れた．ただし全体の内，数%程度の占有面積割合ではあるものの，荒地の面積割合が変動していることが確

認された．この変化は微小ではあるものの，知床半島に存在するいくつかの市町村において，酪農・農業な

どを営む人々の変化に伴い，耕作放棄などに伴って生じた変化である可能性が存在する．ただし，この微小

な変化の傾向は一定ではなく，2014 年が最も低く，その次の 2016 年では回復傾向を示しており，この変化

が耕作放棄などによるもの以外の影響である可能性がある．例えば，土地利用細分メッシュデータの作成に

は，年により異なる衛星データが用いられているため，その違いによって判読結果が異なっている可能性も

考えられる．そのため，この土地利用分布の微小な変化については，詳細な検討を今後行っていく必要があ

ることを記しておく．なお，この土地利用細分メッシュデータの作成には，1976 年，1987 年は国土地理院

発行の 2 万 5 千分の 1 地形図を基盤，1991 年は衛星データ（Landsat）と 2 万 5 千分の 1 地形図，1997 年は

衛星データ（Landsat，SPOT）と 2 万 5 千分の 1 地形図，2006 年は衛星データ（TERRA（Aster），ALOS），

数値地図 25000（地図画像），2009 年は衛星データ（ALOS など）と 2 万 5 千分の 1 地形図，2014 年は衛星

データ（SPOT，RapidEye）と数値地図電子国土基本図及び電子地形図 25000（地図画像），2016 年は衛星デ

ータ（SPOT，RapidEye）と数値地図電子国土基本図及び電子地形図（タイル）といったように，異なる年

で異なるデータを基に作成されている．ただし，全体の中で小さな土地利用の変化であったとしても負荷量

（物質流出量）は，例えば 1 km2が酪農地から荒地に変化した場合，数 10 分の 1 へ変化する可能性が存在

する 27)．そのため，流域圏環境の保全を行うには微小な変化であったとしても把握しておく必要性が示唆

された． 
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Fig. 3 a) The distribution of land use around Shiretoko peninsula in 2016, b) area ratio of each land use around 

Shiretoko peninsula, c) the enlarged view in Fig. 3b. The area of seawater body is shown too large in these figures 

since we used the original data directly from National Land Information Division, National Spatial Planning and 

Regional Policy Bureau, MLIT of Japan. 

 

(2) 酪農業および水産業の変化について 

知床半島周辺における産業として酪農業と水産業の占める割合が高い．一例として，知床半島が含まれる

振興局である根室振興局による乳・肉用牛飼養頭数，乳・肉用牛飼養農家戸数 28) ，および知床半島周辺で

水産業が盛んである標津川におけるサケ・マスの捕獲数 29),30) の長期変化を調査した．まず酪農業では 2000

年から飼養頭数が減少傾向にあったものの，近年は乳用牛飼養頭数の増加に起因して，飼養頭数が増加傾向

にある 28)（Fig. 4）．ただし，飼養戸数は近年の人口減少，少子高齢化等の影響もあり酪農業の担い手が年々

減少し，1 戸当たりの飼養頭数が増加傾向にあり令和 2 年では 155.6 頭となっている 28)（Fig. 4）．飼養頭数

の変化は，酪農地からの負荷量（物質流出量）の変化にも直結するため，このような社会変化の 1 つとして

酪農業を含めた産業の変化も踏まえた，流域圏環境に与える物質循環の評価の重要性が示唆された． 

 

Fig. 4 The number of dairy and beef cattle and the farm households. The bars and red circles indicate the 

number of dairy and beef cattle farm households and the number of dairy and beef cattle, respectively. 

 

続いて，長期継続的なデータが公開されている 29),30)標津川におけるサケ・マスの捕獲数の長期変化を Fig. 
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5 に示す．サケは 1970 年代、カラフトマスは 1980年代からそれぞれ捕獲数は徐々に増加し，1990 年代に最

大となっている．これは人工孵化放流事業による効果や 1975/76 年のレジームシフトによる影響であると

推測される 9),31),32)．一方，最大値を取った以降はサケ・マスの捕獲数は減少傾向を示しており，2010年代は

最大値の約 4〜5 分の 1 程度の数となっている．上昇トレンドから減少トレンドに転じた要因としては，

1998 年以降に生じたレジームシフトによる影響である可能性が指摘されている 9),31)．また、近年の急激な

捕獲数の減少は，地球温暖化に伴う水温上昇や海洋環境の変化によるサケ・マスの生存率の低下，海域の上

流に位置する流域における社会変化（土地利用土地被覆変化，一時的な水産資源の乱獲など）が要因として

指摘されている 9)．詳細は後述するが，永井らで示されているように，サケ・マスなどの遡河魚は陸域−海

域間における物質循環を形成する上で，非常に重要な要素となる 9)．陸域−海域間における物質循環は，河

川・沿岸域の水環境の形成に影響を与えるだけではなく，陸域・海域生態系の形成にも非常に重要であり，

またそれらの変化は全体に影響を及ぼすこととなる．そのため，河川・沿岸域の水環境ならびに陸域生態系

を保全する上でも，サケ・マスなどの遡河魚の長期的な変化とその要因の理解が重要となる． 

 

 

Fig. 5 Historical record of catches of the chum and pink salmon in the Shibetsu river, Hokkaido, which is 

located around Shiretoko peninsula. The black and red broken lines indicate the number of chum and pink 

salmon caught, respectively.  

 

4. 陸域−海域の物質循環の推定手法 

 

陸域（流域）では気象などの自然要因や土地利用などの社会的要因に伴い，森林や河川生態系と相互に複

雑な関係を持つことで物質循環が形成されている 33),34),35),36)．さらに，海域におけるサケ・マスなどの遡河

魚の栄養が陸域に還元されることで，陸域と海域を繋いだ流域圏として物質循環が形成されていることが

知られている 7),10)．このため，陸域からの物質流出量ならびに陸域−海域間の物質循環を解明する手法を理

解することは重要である．そこで本章では，陸域において気象などの自然要因に伴い生じる物質流出量の推

定手法と陸域−海域間の物質循環推定手法をまとめる． 

 

4.1 陸域から海域への物質流出量の推定手法 

陸域では，森林や植物などの陸域生態系の成長に伴い，大気との間で鉛直方向の物質循環が生じている
37),38)．陸域では特定の範囲内において生成された物質が水文過程に則り下流へと流出する 39),40)．ここで生

じる物質流出は河川や海域生態系の栄養素にもなるため重要な役割を担っている 41)．そのため，この物質

流出量を推定することは流域圏環境保全を行う上で重要となる．そこで本節では，既往の研究で用いられて

いる陸域から海域への物質流出量の推定手法をまとめることとする． 

1 つ目は，河川流量（Q）と物質流出量（物質量：L）の関係式を用いる L-Q 式があげられる．陸域から

の物質流出量に影響を与える要因として，3.1 節で示したように自然要因である降水量に基づく出水に伴う
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流出が考えられる．降水に伴って生じる出水（河川流量：Q）と物質量（L）は 3.1 節でも述べたように一般

的に指数関数（L=Q，，は係数である）で表される．この係数の内，は一般的にからの値を取ると

され，知床半島のような山地流域でははに近い値を示すことが多い))．気候変動により洪水規模が増加

した場合，流量の増加の二乗で物質流出量も増加することとなるため，陸域から流出する物質流出量が極端

に増加し，河川・海域生態系に大きな影響が生じる可能性が示唆される．L-Q 式はこのような物質流出量の

変化を河川流量を測定・推定することにより簡便に把握することが出来る．ただし，L-Q 式は様々な出水規

模における河川流量と物質流出量の観測値に基づき作成する必要があるため，長期的な観測データが必要

となる．さらに，観測で経験した規模以上の出水が生じた場合は外挿となってしまうため，推定精度に誤差

が生じるという課題も存在する．このため，本手法を利用する際，洪水時における観測が実施されていない

場合は，外挿された推定結果となるため，過大あるいは過小に推定された値であることを理解しておく必要

がある． 

2 つ目は，発生源とされる各土地利用分類において単位面積当たりの物質発生量（単位：kg/day/km2，

kg/year/km2）に発生源面積を乗じることで物質流出量を推定する手法である原単位法があげられる．丸谷ら
27)は北海道東部に位置する釧路湿原を対象に，流域環境が健全であったとされる 1970 年代と土地開発（森

林から農用地・畑地・酪農地への改変）後である 2006 年を比較し，窒素やリンなどの物質流出量の変化を

原単位法により推定し，開発後の物質流出量は開発前と比較して約 2〜3 倍となっていることを推算した．

このように原単位法を用いることで，社会変化（土地利用土地被覆変化）によって長期的にどの程度，物質

流出量が変化するかを見積もることが可能となる．ただし，原単位法では降水に伴う出水の影響などを含む

水文過程の影響を考慮することが出来ず，あくまでも長期的かつ平均的な影響の議論のみにとどまってし

まう．そのため，特定の出水イベント時の変化の評価への利用には適していない手法となる． 

3 つ目としては，土地利用分布などを考慮し，降水に伴う出水の影響といった水文過程を考慮し物質流出

を推定することが出来る手法として，水・物質流出モデルの利用があげられる 42),43)．水・物質流出モデル

の例として SWAT モデル 1),42)が存在する．SWAT モデルは農業地域における水質変化を評価することを目的

に開発されており，窒素や炭素に関する生物地球化学的過程および水文過程も考慮された数値モデルとな

っている．また，近年では改良が加えられ農業地域のみではなく，世界中で多く用いられている 44).45),46)．

ただし，SWAT モデルのような数値モデルでは，多くのモデルパラメータが必要となるため，水文過程だけ

ではなく生物地球化学的過程についても観測データに基づきそれらを同定することでモデル開発を進める

必要がある． 

4 つ目として，生物地球化学的過程を簡略化し，流域をサブ流域に分割し，各サブ流域で観測された安定

同位体比と水文過程を考慮可能な分布型水文流出モデルを組み合わせ，土地利用別の物質流出量を推定す

る手法があげられる 47)．この手法は，1 つ目の L-Q 式と 2 つ目の原単位法を組み合わせたような手法，か

つ 3 つ目の水・物質流出モデルを簡略化した手法となっている．土地利用別の物質発生量を流量との関係

式で推定しており，この関係式の係数を分布型水文流出モデルから推定された流域内の各メッシュの流量

と各サブ流域で観測された安定同位体比を用いたベイズ推定により逆推定しており，物質流出率が最も高

くなる雨期において，既往の研究の推定手法よりも精度良く推定できることを示している．ただし，本手法

は土地利用別の物質流出量を流量との関係式により推定するため，その係数を推定するには流域を多数の

サブ流域に分割する必要があり，サブ流域において多数の物質流出量の観測データが必要となるという課

題も存在する． 

以上のように，本稿では 4 つの手法を示したが，それぞれ長所，短所が存在するため，目的に応じて選択

することで，陸域からの物質流出量の推定を行う必要がある． 

 

4.2 海域から陸域の物質循環の推定手法 

降水といった気候の影響を受け，陸域から海域へ物質が流出し，その一部は海域生態系の栄養となる．物

質の移動は陸域から海域という一方向ではなく，例えば沿岸域に生息するクマや海鳥類（オオワシやオジロ

ワシなど）がサケやマスといった遡河魚を捕獲し，陸域へ運搬するという現象もみられる．その結果，海域

生態系に取り込まれた物質（有機物や栄養塩）は，クマや海鳥類といった運搬者によって海域から陸域へ還

元される．しかし，クマや海鳥類が海域から陸域へ運ぶ遡河魚の数を定量的かつ空間的に把握することは困
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難である．ただし，例えば知床半島ではこのような陸域−海域間の複雑な物質循環を理解し，健全な流域圏

環境を保全していくことが重要である．そこで，既往の研究では，炭素・窒素安定同位体を用い，海起源物

質（Marine-derived nutrients：MDN）の循環について検討が行われている 48),49),50)． 

既往研究では，知床半島最大の流域面積を有する羅臼川流域（流域面積 31.8 km2）を対象に，炭素・窒素

安 定 同 位 体 を 用 い ， 海 域 か ら の 物 質 循 環 割 合 を 推 定 し て い る 10),15),16) ．

炭素・窒素安定同位体を用いた陸域−海域間の物質循環割合の推定手法の詳細については，参考文献を参

照いただきたい9),10),15),16) ．既往の研究において，陸域−海域間の物質循環の推定に安定同位体比を用いた際

の特徴的な点は次の通りである．本来，安定同位体比を用いる際，動物の採餌に伴う濃縮効果を考慮する必

要がある．ただし，糞等として排出される場合は濃縮の効果はなく，摂取した餌の安定同位体比がそのまま

排出されることとなる． Nakayama et al.10)や Abliz ら 15),16)ではこのような特徴を利用し，濃縮効果は考慮せ

ず，陸域生態系および海域生態系による寄与率を推定している点は特徴的である． 

ただし，安定同位体比のみでは定性的な陸域−海域間の物質循環の推定のみとなってしまい，定量的な議

論が困難となる．そこで，Nakayama et al. 10)では降雨から河川流量を推定可能な簡易な流出解析モデル（貯

留関数法）と前節で述べた L-Q 式を組み合わせることで，陸域から海域への物質流出量を推定している．

また，海域から陸域への物質還元量を推定するため，海域生態系の代表としてサケ・マスの遡上数を羅臼川

で実施されているウライによる捕獲尾数に対して捕捉率を考慮した年平均遡上数を推定することで定量化

を試みている．なお，サケの捕捉率は，ウライ設置期間と撤去後において赤外線カメラを設置し，回収後に

撮影された映像を目視により平均通過尾数を測定・比較することで計算されている 10)． 

永井ら 9)においても示唆されているが，既往の多くの研究では前節で示したような陸域から海域への一方

向での物質流出量の推定・予測に関する研究が主流であった 51)．しかし，上述しているように，近年では気

候や社会システムの変化を起因とした水・物質流出量の変化に顕著に表れてきており，その変化が流域圏の

水質や生物の生息場環境，生物多様性，生態系システムなどに対して数年，数 10 年スケールで長期的に影

響を与え，流域圏環境を大きく変化させることが推察される．今後それらに対する策を講じなかった場合，

陸域−海域間の物質循環は大きく変化し，過去あるいは現在における健全な流域圏環境が崩壊する可能性が

懸念される．そのため，例えば前節で述べた原単位法のような平均的な議論を基に健全であると考えられる

時代の流域圏環境を把握し，その環境の再生または保全を行う上で必要となる対策を，陸域−海域間の物質

循環を気候変化や社会変化の影響も考慮した上で，利用可能な様々な情報を統合することで進めていくこ

とが益々重要となってくる． 

 

5. 今後の課題や将来展望 

 

本稿では北海道東部，特に知床半島周辺の地域を例に健全な流域圏環境の保全に向けた検討として，陸域

−海域間の物質循環に着目し，既往研究をまとめてきた．気候変化や社会変化は既にどの地域でも生じてお

り，それによって現在変化していない場合においても，今後，数年，数 10 年といった長期的な時間スケー

ルで流域圏環境が変化していく可能性があり，現在当たり前に存在する環境，特に生態系が崩壊する可能性

が考えられる．そこで，本稿では今後の新たな方向性として，(1)過去の統計データのマイニング，(2)過去

の陸域−海域間の物質循環の復元手法の検討，(3)健全な流域圏環境の評価手法の構築，という 3 点を提案す

る． 

 

(1) 過去の統計データのマイニング 

過去の流域圏環境を把握する上で，例えば 3 章で述べたような気候情報，産業活動に関する情報や長期的

な土地利用土地被覆の変化といった情報が重要となる．ただし，一般的に入手可能なデータは例えば 1960

年，1970 年代以降の近年に関する電子データである．それ以前のデータを入手するには，例えば国や都道

府県，市町村といった官公庁などが有する紙媒体のデータ，または例えば市町村史といった電子データにな

っていない書籍類等からのデータのマイニングが重要となる．例えば，永井らは明治から大正期を対象に跡

見花蹊の日記から桜の開花季節をマイニングし，現在の開花季節と比較し，植物季節に対する気候変動の影

響を評価している 52)．このように，デジタル数値データには変換されていないものの，過去の流域圏環境
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を把握する上で重要となる情報が書籍類等に存在する可能性がある．そのため，今後は眠っている貴重な統

計データをマイニングしていくことが，健全な流域圏環境の保全，復元に繋がっていくと考えられる． 

 

(2) 過去の陸域−海域間の物質循環の復元手法の検討 

「(1)過去の統計データのマイニング」で述べたように，過去の流域圏環境を評価する上では，眠っている

情報をマイニングし，限られた情報から復元する必要がある．ただし，例えば河川流量や降水に伴う物質流

出量といった情報は過去には測定されていない可能性が高く，復元は困難である可能性が高い．その場合，

既往の研究のように，例えば全球を対象に過去の気候を再現する再解析データと現在の観測データから統

計的な関係性を求め，擬似的な過去の観測データを作成し 53),54),55),56),57)，前章で述べたような水・物質流出

モデルのような数値モデルに入力することで，過去の陸域から海域への物質流出量を復元することが可能

となると考えられる． 

一方，海域から陸域への物質循環の推定を行う上で，過去における安定同位体比に基づく定性的な陸域−

海域間の物質循環割合を把握することは困難である．そのため，「(1)過去の統計データのマイニング」で提

案したようなデジタル数値に変換されていない統計データをマイニングすることにより，例えば漁獲数と

いった定量的な情報を取得し，海域生態系の陸域への還元率を想定されるいくつかのパターンで推定し，上

述した数値モデルから得られる陸域からの物質流出量と組み合わせることで，海域−陸域間の物質循環を復

元する．それにより，現在の条件下での流域圏環境との比較を行うことで，想定される流域圏環境を評価可

能となる． 

 

(3) 健全な流域圏環境の評価手法の構築 

流域圏環境を考えるに当たり，人視点であるか生態系視点であるか，といったようにどの視点で捉えるか

によって健全と考えられる環境は異なると考えられる．そのため，現在は人の生活を中心に流域圏環境を保

全していることから，人視点での健全な流域圏環境は現在であると考えられる．一方，人の手が入っていな

い，過去の流域圏環境は生態系にとって健全であった可能性が考えられる．既往の研究では，例えば様々な

生態系サービスを評価軸として GIS ベースで評価可能な数値モデル InVEST が開発されている 58) ．ただ

し，InVEST は陸域に着目したモデルであり，大きな目的が生態系サービスを経済的に評価することを目的

としたモデルであることから，陸域−海域間の繋がりを考慮した流域圏環境の評価には不十分である．ただ

し，InVEST の思想は参考となるため，InVEST を参考にするとともに，流域圏における例えば河川水質，

洪水規模，漁獲高，土地利用土地被覆分布，生物多様性などを評価軸に追加することで，人視点ならびに生

態系視点の両者にとって健全であると考えられる流域圏を解明し，それらを保全，復元する手法を提案して

いくことが重要であると考えられる． 

 

今後は，上述の 3 つの新たな方向性の研究を陸域−海域の物質循環を中心に展開していくことで，健全な

流域圏環境を保全，復元することが望まれる．なお，本稿では上述しているように，北海道知床を中心に研

究展望をまとめているため，対象は一辺数 km から数 10 km 程度の流域スケールを対象としている．ただ

し，流域スケールによって対象事象の評価精度や現象そのものが変化すると考えられるため，そのような点

についても合わせて議論していくことも重要となることを合わせて記しておく． 
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